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１．研究計画の概要
ユビキタス・コンピューティングは、私た

ちに便利さをもたらし、いわゆる情報弱者に
とっては社会参加を促すシステムとして歓
迎されるべき面やその役割への期待も大き
い。しかし、すでに情報通信技術が先行し、
法的なプライバシー保護の面はほとんど検
討されていないといってよく、将来の課題と
なっている。このために、私たちユーザー自
身によるプライバシー情報提供制御を行う
ことをはじめ、個人のプライバシーを守る必
要がある。つぎに、ユーザーの個人データの
保護（セキュリティ）についても保証がなさ
れる必要がある。このようにユビキタス環境
への信頼のシステムを、情報工学および法学
的に構築することを目指している。

２．研究の進捗状況
社会実験などを取り入れたユビキタス・コ

ンピューティングの有り様を検討している。
とくに、不完全情報ないし不完備な状況下で
の人の行動分析を行い、とくにプライバシー
侵害の深刻度についての人々の評価を分析
した。また、ユビキタス環境としての社会シ
ステムの信頼性を支える法的インフラスト
ラクチャとしての法制度の担い手である弁
護士の質についての理論的分析と実証的調
査を実施した．さらに，法実務の中核である
クレーム処理と紛争解決に関して統計的検
査の理論を応用して分析し提言をした．新た
な制度設計を行い、そのための政策の提案づ
くりを行った。

ユビキタス・コンピューティングにおける

プライバシー保護の対応の検討として、因子
分析およびクラスター分析（デンドログラム
表記による分析）の結果を分析し、人々はプ
ライバシーの侵害と広い意味での情報財の
侵害を識別して把握しているわけではなく、
より包括的な個人の領域の侵害としてとら
えていることが明らかとなった。

３．現在までの達成度
②おおむね順調に進展している。
（理由）

不確実な情報の下での人々の行動の実験
や調査を進めてきたが、これは社会システム
としての信頼性を醸成するために、どのよう
に制度設計に生かすかという現在の研究課
題に反映されるものである。なかでもユビキ
タス・コンピューティングにおいて情報所有
原理の基本原則とその法制度的表現に応じ
た統禦メカニズムが有する社会機能上の予
測を検討してきたので、これから基本原則の
具体的解釈の可能性を整理する必要がある。
ついで、それらの個々の解釈に則して法制度
的表現を整理して、統禦メカニズムのセット
を構成する段階に本研究は到達しているの
で、それらが有する社会機能上の効果をつぎ
に比較検討することが重要である。その上で、
一定の実践的提言を試みることが可能とな
る。さらに、ユーザ・個人のプライバシー保
護の問題も対象としてきたが、制度設計には
この面の提言も大きな前提となっている。

４．今後の研究の推進方策
本研究の各年度の成果とメンバー全員に
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よる主要な課題と派生する諸問題について
の討議を行なった上で、とくに情報通信技術
レベルでの解決と法的レベルでの解決に配
慮して、研究全体の統合を行ない、報告書と
してまとめる。

５. 代表的な研究成果
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線）
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